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令和７年１２月２５日（木曜日）午後２時 

 
 
 
 
 
 

令和７年度大阪府労働関係調査の結果について 
 

  大阪府では、このたび令和７年度大阪府労働関係調査の結果を取りまとめました。 

  この調査は、大阪府内における民営事業所の労働条件等の実態を把握することにより、本府労働施

策の基礎資料とすることを目的としています。 

調査対象は大阪府内に所在する民営事業所から無作為抽出した 6,000 事業所（従業員数 10 人から

299 人の事業所）を対象に調査を行い、1,404 事業所から回答を得ました。 
 

【調査結果の主なポイント】 

◆ 一般調査項目 ◆ 

１ 雇用形態別雇用状況 【報告書 8 ページ参照】 

令和７年度においては「正社員」が 58.0%（R6:60.5%）、「非正社員」が 42.0% 

（R6:39.5%）となっている。 

 

◆ 特別調査項目 ◆ 

２ 働き方改革関連法に関すること 

  (1)時間外労働について 【報告書 9～14 ページ参照】 

○直近１か月に 30 時間以上の時間外労働を行った正社員がいると回答した事業所

は 37.4%。 

上昇傾向であったが、昨年比は減少。（R4:42.9%→R5:49.5%→R6:51.0%→R7:37.4%） 

○直近１か月に 30 時間以上の時間外労働を行った非正社員がいると回答した事業

所は 9.5%。 

上昇傾向であったが、昨年比は減少。（R4:9.3%→R5:12.5%→R6:12.4%→R7:9.5%） 

○時間外労働短縮について取り組みが進んでいると回答した事業所は 82.2%

（R6:95.4%）で、取り組んでいる項目は、「業務プロセスの見直し・改善」が 61.1%

と最も高くなっている。 

    ○時間外労働短縮に向けて取り組む際の課題は、「時期により業務量が増加する」 

が 43.2%と最も高くなっている。 

    ○府に望む支援は、「人材を雇用した場合の補助金」が 54.9%と最も高くなっている。 

○月 60 時間を超える時間外労働の割増率について認知している事業所は 84.4%。 

(2)ハラスメント対策について 【報告書 18～21 ページ参照】 

○取り組みが進んでいると回答した事業所は 81.1%。 

○取り組んでいる項目は、「ハラスメントの内容・ハラスメントを行ってはならな

い旨の方針の明確化とその周知」が 72.3%と最も高くなっている。 

○取り組む際の課題は、「ハラスメントの判断が難しい」が 77.6%と最も高くなって 

いる。 

○カスタマーハラスメントについて取り組みが進んでいると回答した事業所は

43.7%（R6:32.9%）で、取り組んでいる項目は、「社員からの相談に適切に対応す

るために必要な体制の整備」が 48.7%と最も高くなっている。 
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○府に望む支援は、「ハラスメント事例集の配布」が 63.4%と最も高くなっている。 

 

３ その他 

(1)米国の関税措置について 【報告書 30～32 ページ参照】 

○「大きくマイナスの影響がある」、「どちらかといえばマイナスの影響がある」と

回答した事業所を合わせると 10.0%で、具体的な影響の内容は、「来年度以降の賃

上げを見送る（または賃上げ額・率を低くする）」が 31.9%と最も高くなっている。 

○雇用維持のために府に望む支援は、「雇用調整助成金等の各種助成金・補助金制

度の情報提供」が 56.5%と最も高くなっている。 

  (2)給与等の引き上げについて 【報告書 33～38 ページ参照】 

○給与等の引き上げを実施したと回答した事業所は 88.3%（R6:88.0%）で、「電気・

ガス・熱供給・水道業」、「不動産業、物品賃貸業」、「学術研究、専門・技術サ

ービス業」、「教育、学習支援業」、「複合サービス事業」、「サービス業」では

9 割を超える事業所で引き上げが実施されている。 

○引き上げを実施した項目は、「基本給（定期昇給＋ベースアップ）」が 53.2%

（R6:33.6%）と最も高く、労働組合の有無別にみると、労働組合がある事業所で

は 69.2%（R6:49.4%）、労働組合がない事業所では 49.7%（R6:27.3%）となってい

る。 

   ○引き上げを実施した理由は、「人材確保または定着のため」が 64.8%と最も高くな 

っている。 

○引き上げの原資は、「コスト削減」が 41.1%と最も高くなっている。 

   ○基本給の引き上げ率は 3.59%、引き上げ額は 11,318 円、平均賃金額（引き上げ前） 

は 315,382 円となっている。 

○「引き上げを実施していない」かつ「今後引き上げを実施する予定はない」理由  

は、「今後の経営環境・経済状況の見通しがたたない」が 41.5%と最も高くなって

いる。 

(3)人材確保・定着について 【報告書 39～71 ページ参照】 

  ○正社員の人手不足感について、「かなり人手不足」であると回答した事業所は

19.6%、「やや人手不足」であると回答した事業所は 51.1%となっており、これら

を合わせると約７割の事業所が「人手不足」と感じている。 

  ○非正社員（パートタイム労働者）の人手不足感について、「かなり人手不足」で   

あると回答した事業所は 13.3%、「やや人手不足」であると回答した事業所は 41.3%

となっており、これらを合わせると 54.7%の事業所が「人手不足」と感じている。 

○非正社員（派遣労働者）の人手不足感について、「かなり人手不足」であると回

答した事業所は 5.2%、「やや人手不足」であると回答した事業所は 20.5%となっ

ており、これらを合わせると 25.7%の事業所が「人手不足」と感じている。 

○副業・兼業人材について、他事業所からの副業・兼業人材を「受け入れている」、

「現在受け入れていないが、今後受け入れる予定」と回答した事業所を合わせる

と 36.3%で、受け入れる際の課題は、「労働時間や健康状態の管理」が 77.1%と最

も高くなっている。 

○副業・兼業人材を受け入れない理由は、「効果があるか不明」が 47.8%と最も高

くなっている。 
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○在職者の能力向上支援（リスキリング等）について、「行っている」、「現在行

っていないが、今後行う予定」と回答した事業所を合わせると 51.4%で、具体的

な取組内容は、「社内での OJT による研修実施」が 61.8%と最も高くなっている。 

○在職者の能力向上支援（リスキリング等）について取り組んでいない理由は、「社

員の業務が多忙のため人材育成に充てる時間がない」が 42.1%と最も高くなってい

る。 

○ジョブ型雇用について、「導入している（全ての業務に導入）」、「導入している（一

部業務にのみ導入）」、「導入していないが、今後導入する予定」と回答した事業所

を合わせると 25.8%で、具体的な取組内容は、「職務内容や必要なスキルの一層

の明確化」が 76.5%と最も高くなっている。 

○ジョブ型雇用について、導入していない理由は、「効果があるか不明（メリット

が不明）」が 39.9%と最も高くなっている。 

○スポットワークについて、「活用している」、「活用していないが、今後活用する

予定」と回答した事業所を合わせると 11.3%で、受け入れる際の課題は、「人材

の能力、スキルが事前にわからない」が 65.4%と最も高くなっている。 

○スポットワークについて、活用していない理由は、「活用する業務がない」が 49.1%

と最も高くなっている。 

○仕事と介護の両立について、「取り組んでいる」、「現在検討中で、今後取り組む

予定」と回答した事業所を合わせると 68.7%で、具体的な取組内容は、「社員が

家族の介護に直面した際、事業主が、両立支援制度等に関する情報を個別に周知

し、意向確認を行う」が 66.3%と最も高くなっている。 

○社員の働きがいを確認する取り組みについて、「定期的に行っている」、「定期的

ではないが行っている」、「現在行っていないが、今後行う予定」と回答した事業

所を合わせると 61.4%で、具体的な手法は、「自社で、社員個人と面談して把握

する」が 72.9%と最も高くなっている。 

○社員の働きがいを確認する取り組みを行っていない理由は、「取り組み方法が不

明」が 50.4%と最も高くなっている。 

○人材確保・定着のために府に望む支援は、「研修費用の補助」が 40.8%と最も高

くなっている。 

(4)外国人労働者の雇用について 【報告書 72～77 ページ参照】 

○外国人労働者について、「現在雇用している」と回答した事業所は 24.9%で、雇

用形態別の割合は、「正社員」が 59.1%、「非正社員」が 40.9%となっている。 

○「現在雇用している」、「現在雇用していないが、過去に雇用実績がある」、「（過

去を含め）現在雇用していないが、雇用を検討している」と回答した事業所が取り

組む際の課題は、「人によって日本語の習得度に差がある」が 18.4%と最も高くな

っている。 

○雇用していない理由は、「日本人労働者による人材で充足している」が 48.0%と

最も高くなっている。 

○府に望む支援は、「登録支援機関に支払う委託料に係る助成金・補助金」が 25.9%

と最も高くなっている。 

  調査結果の詳細は、関連ホームページに掲載の「令和７年度 大阪府労働関係調査報告書」 

を御参照ください。 


